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慢性透析患者 原疾患割合の推移，1983-2023

慢性糸球体腎炎

糖尿病性腎症

腎硬化症

新規透析導入患者の原疾患は、糖尿病性腎症が最多であるが、割合とし
ては減少傾向にあり、高血圧等の生活習慣病（NCDs）や加齢等が主要
因とされている腎硬化症の割合が増加傾向にある。また、慢性糸球体腎
炎等の専門的な検査・治療を要する疾患の割合も依然として高い

わが国の慢性透析療法の現況（2023 年12 月31 日現在）



75歳以上人口については全国では令和12(2030)年頃をピークに増加が落ち着き、
一旦減少に転じるが、沖縄県では引き続き増加し続けることが見込まれている。

85歳以上人口ではその傾向が特に顕著となっている。

特に高齢者単独世帯の増加が見込まれており栄養管理・生活支援の必要性が増加

沖縄県における75歳及び85歳以上人口の伸び率（推計）
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沖縄県慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策協議会

●目的
慢性腎臓病（ＣＫＤ：Ｃhronic Ｋidney Ｄisease）について、広く正しい
知識の普及に努め、発症、重症化予防を目的として、沖縄県における慢性腎
臓病（ＣＫＤ）の対策を総合的かつ効果的に推進する

●協議事項
(1)  患者等一般向けの講演会等の開催に関する事項
(2)  病院や診療所等医療関係者を対象とした研修の実施に関する事項
(3)  慢性腎臓病（ＣＫＤ）診療に関わる医療機関情報の収集と提供に

関する事項
(4) 慢性腎臓病（ＣＫＤ）の普及啓発に関する事項
(5) 事業評価の実施に関する事項
(6) その他慢性腎臓病（ＣＫＤ）の発症や重症化予防に必要な事項

●構成員
(1)保健・医療関係者 (2)地域保健関係者 (3)保険者 (4)学識経験者
(5)その他慢性腎臓病の対策に係る関係者 等から構成



色分け区分
沖縄県慢性腎臓病(CKD)対策推進協議会版 ロジックモデル案（指標）

内容 指標 役割 概念 概念

沖縄 全国

普及啓発
 慢性腎臓病（CKD）に関する住民への情報提供を行ってい
る市町村の割合

市町村 慢性腎臓病（CKD）の認知度 評価困難

 慢性腎臓病（CKD）に関する住民への情報提供を行ってい
る協議会構成団体の割合（県・市町村以外）

構成団体 BDHQ
13.0
(R3)

協議会で実施した啓発イベントへの参加者数 協議会
DR

参考値
8.1g

(H28)

食環境整備 食deがんじゅう応援店の登録数 県長寿課 BDHQ
285.6
(R3)

DR
参考値

272.2g
(H28)

R3年度 R3年度
県 48.1

北部 (51.9)
中部 (48.2)
南部 (46.7)
宮古 (54.2)

八重山 (52.2)
県 31.9

北部 (35.8)

中部 (32.2)
南部 30.6
宮古 (33.5)

八重山 (36.0)

（）は参考数値。NDB集計単位が10未満等により非表示化され算出できない。

沖縄 全国 沖縄 全国 慢性腎臓病の発症が予防できている 沖縄 全国

R3年度 R3年度
県 5.1

北部 (4.9)
R3年度 R3年度 中部 (4.4)

県 23.9 南部 4.7
北部 (33.1) 宮古 (9.8)
中部 23.5 八重山 (5.1)
南部 22.0 県 (2.3)
宮古 (31.4) 北部 算出不可

八重山 (25.4) 中部 (1.8)
県 19.5 南部 (2.0)

北部 (25.7) 宮古 算出不可
中部 18.8 八重山 (3.5)
南部 18.4 R3年度 R3年度
宮古 (25.0) 県 17.6

八重山 (18.2) 北部 (13.9)
R3年度 R3年度 中部 (16.8)

県 11.2 南部 (18.6)
健診を受けやすい環境整備 北部 (10.9) 宮古 (15.2)

中部 10.7 八重山 (14.6)
南部 11.4 県 (13.5)
宮古 (9.3) 北部 算出不可

八重山 (9.5) 中部 (13.0)
県 5.7 南部 (13.8)

北部 算出不可 宮古 算出不可
中部 (5.9) 八重山 算出不可
南部 (5.6) （）は参考数値。NDB集計単位が11未満等により非表示化され算出できない。

宮古 算出不可
八重山 算出不可

R4年度 R4年度

男性 51.2 42.4

女性 18.8 12.9

沖縄 全国

糖尿病性腎症重症化予防プログ
ラムの実施

糖尿病性腎症重症化予防プログラムを活用する市町村数 県国保課 沖縄 全国 慢性腎臓病の重症化が予防できている 沖縄 全国

県 4.3

北部 (7.5)
中部 4.3
南部 3.6
宮古 (6.1) R5年 R5年

八重山 (4.7)
県 3.6

北部 (5.4) R5年 R5年

中部 3.8 8.9(R5) 11.1(R5)

南部 3.1

宮古 ー

八重山 ー R3年 R3年

R3年度 R3年度 県 131

県 2.5 北部 147

腎臓専門医療機関からかかりつけ医等への逆紹介率 評価困難 北部 2.6 中部 122

中部 2.5 南部 134

南部 2.4 宮古 108
宮古 3.3 八重山 算出不可

八重山 2.5 R4年 R4年

県 1.2 61.5件 確認中
北部 1.1

中部 1.3
南部 1.1 R5年 R5年

宮古 1.2 男性 29.9 28.7

八重山 1.1 女性 15.9 13.8
R4年度 R1~R5

16.7 県 98.4

10.2 北部 80.6
R4年度 中部 99.6

48.8 南部 87.7

18.2 宮古 73.7

R4年度 八重山 132.8

県 114.3

※薬価、歯価分野の算定で活用できるものはないか要検討 北部 130.7

R2年 R2年 中部 111.2

80.4 92 南部 117.1

GFR分類Ｇ４以上の割合を加えるか要検討 宮古 106.9

八重山 169.7

R5年 R5年

男性 18.1 14.9
女性 8.7 7.1

R1~R5
県 141.5

北部 121.1
中部 149.3
南部 128.5
宮古 148.7

八重山 104.8
県 123.2

北部 87.4
中部 135.9
南部 130.1
宮古 162.5

八重山 92.6
R5年 R5年

男性 181.2 201.6
女性 101.6 111.8

R1~R5
県 94.5

北部 89.2
中部 90.1
南部 92.6
宮古 123.8

八重山 81.0
県 85.1

北部 84.6

中部 86.8

南部 84.4

宮古 106.6

八重山 71.8

沖縄 全国 (色分け区分）

災害時支援体制整備
７地区（北部・中部・南部・宮古・八重山・那覇・浦添）のうち、
災害時マニュアルが作成・共有されているブロック数

透析医会 沖縄 全国 腎疾患対策検討会報告書のKPI

避難行動要支援者支援制度を実施している市町村の割合 協議会 要調査 沖縄県医療計画

県長寿課

県国保課

予
防
・
早
期
発
見

慢性腎臓病による死亡率が減少している

２年間連続で健診を受けた人のうち尿蛋白２＋以上→
１+以下となった人の割合

２年間連続で健診を受けた人のうち、eGFR低下スピー
ドが年間5以上低下した人の割合

-

-

重
症
化
予
防

100

100

Ｂ 中間アウトカム
（県民の健康状態や態度、環境の変化）

指標

特定保健指導実施率及び質の向
上

血糖有所見者の未受診者・治療中断者の割合
※有所見：HbA1c6.5、空腹時血糖126ｍｇ
/dl、※治療中断者：1年受診がない者

血圧有所見者の未受診者・治療中断者の割合
※有所見：収縮期血圧160以上、拡張期血圧
100以上、※治療中断者：1年受診がない者

市町村国保

協会けんぽ

市町村国保

国保 医療政策課

県長寿課うちなー健康経営宣言事業者数

24.5
(R4)

専門医、登録医及び療養指導医の数(腎臓病専門医数(人口10万
人あたり(R2年国勢調査))※日本糖尿病学会認定

6.1
(R6.8)

受診者の検査データの保険者への提供協力医療機関数

特定保健指導実施率

-

県医療政策課

災
害
時

対
応

3245.2
(R5)

2762.4
(R5)

透析予防のための医療の提供

市町村国保

協会けんぽ

尿中アルブミン・蛋白定量検査の実施割合 県医療政策課
26.1％
(R4)

質の高い初期・安定期治療の提
供体制

医療提供体制確保

100

100

100

100

100

女性

特定健診で糖尿病性腎症第３期、第４期
に相当する者の割合

(2.2)

4.4

女性

男性

男性

女性

eGFR60未満の者の割合（40-74歳,年齢
調整値H27モデル人口）

尿蛋白+以上の者の割合（40-74歳,年齢
調整値H27モデル人口）

(12.8)

(15.9)

糖尿病患者の新規下肢切断術の件数（人口10万人あた
り）

県医療政策課
57

(R3)

人口当たりの専門コメディカルの従事者数（糖尿病療養指導士数
（医療施設従事者数）（人口10万人あたり(H27年国勢調査)））

14.2
(R5)

新規透析患者数のうち原疾患が記載の
ある患者数（人口10万人あたり）

県医療政策課
15.7
(R5)

4.5
(R6.8)

5.5

評価困難

多職種連携

（再掲）透析予防指導管理料算定数(SCR)

おきなわ津梁ネットワークを利用している糖尿病患者数

糖尿病患者の年齢調整外来受療率

5.0

糖尿病連携手帳の利用率 県医療政策課
5.9%
(R5)

適切な治療を受け、重症化を予防している

人材育成

生活習慣病管理指導料Ⅰ算定数(SCR)

生活習慣病管理指導料Ⅱ算定数(SCR)

外来栄養食事指導料算定数(SCR)

県医療政策課
5102件

(R5)

(16.4)

沖縄県内の透析施設75施設のうち、沖縄県透析医会に加入して
いる医療機関数

クレアチニン検査の実施割合 県医療政策課
88.0％
(R4)

透析予防指導管理料算定数(SCR) 県医療政策課
57

(R3)

二次医療圏ごとの1型糖尿病治療対応医療機関数 県医療政策課
22

(R6.3)

紹介基準に則った腎臓専門医療機関への紹介率 評価困難

専門医、登録医及び療養指導医の数(糖尿病専門医数(人口10万
人あたり(R2年国勢調査))※日本糖尿病学会認定

県医療政策課

災害時も安心して透析医療が受けられている

2033
(R7.3)

-

（参考指標）心疾患の年齢調整死亡率

※心疾患SMR(対全国)

男性

女性

腎不全の年齢調整死亡率

※腎不全SMR(対全国)

男性

男性 4.2

女性 (3.4)

(0.7)

1.9

糖尿病の年齢調整死亡率

※糖尿病SMR(対全国)

男性

女性

慢性腎臓病の増悪因子が改善している

食塩摂取量

野菜摂取量

（参考指標）BMI25以上の肥満者（40-
74歳,年齢調整値H27モデル人口）

35.0
(R4)

26.5
(R4)

市町村未受診者へのアプローチを実施している市町村の割合

特定健診実施率

学校健診受診率（中２）

51.2
(R4)

57.8
(R4)

87機関
(R4)

-

女性

妊婦
3歳児
中２

保健体育課

Ｃ 個別施策
（変化のための取組）

(21.7)

収縮期血圧(140以上)の者の割合（40-74
歳,年齢調整値H27モデル人口）

男性 21.6

女性 (4.6)

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の
割合（40-74歳）

HbA1c6.5％未満の者の割合（40-74歳,年
齢調整値H27モデル人口）

男性 10.2

県長寿課

妊婦健康診査受診率 子育て支援課

子育て支援課３歳児健康診査受診率

尿蛋白有所見率

健診受診率の向上

協会けんぽ 医療政策課
61.9
(R4)

-

Ａ 分野アウトカム
（分野の目指す姿）

指標

健康おきなわ21（第三次）

協議会独自

男性 (36.4)

女性

女性

協会けんぽ

HbA1c8.0%以上の者の割合（40-74歳,年
齢調整値H27モデル人口） ※圏域は年
齢調整値ではない

男性

糖尿病による新規人工透析導入患者の発生量
（SCR）

慢性腎臓病の認知度が高まり、予防のための生活習慣を
実践できている

年間新規透析導入患者数(人口100万人あたり)

糖尿病性腎症

糸球体腎炎

糸球体硬化症

研修会への参加医療機関数 県医療政策課
199
(R5)

各種ガイドライン等で推奨される診療の実施率

予防・
早期発見

重症化予防

災害時対応

腎疾患対策検討会報告書のKPI

沖縄県医療計画

健康おきなわ21（第三次）

協議会独自

沖縄県慢性腎臓病(CKD)対策協議会の進捗管理

第８次沖縄県医療計画ではロジックモデル
が活用されている
沖縄県健康増進計画「健康おきなわ21(第３
次）」の進捗管理についてロジックモデル
を活用することとしている
関連計画等を包含するロジックモデル（協
議会版）を作成
目標値は以下の方針で設定

7

（目標設定方針）
ア 全国値に及ばない指標は目標を全国平均とする
イ 全国値と同等、または良い指標は目標を減少、

増加とする
ウ 既存計画にて目標値が設定されている指標は評

価の際に参考とする
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（参考）沖縄県慢性腎臓病(CKD)対策協議会版ロジックモデル概要
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沖縄県慢性腎臓病特別対策事業スケジュール （令和7年９月時点）

1 予算措置

2 検討会

3 協議会

4 県民講座、広報

5 コメディカル、医師等研修会

令和７年度 令和8年度

9月4月 5月 6月 7月 8月 4月 5月10月 11月 12月 1月 2月 3月

財政課へR8予算要求

アンケート

国庫
内示 国庫事前

協議交付申請 国庫受入

検討会① 検討会② 検討会③

協議会① 協議会②

各圏域で実施（各地区医師会に協力依頼を検討）

県民講座① 県民講座②

委員調整

5/22古波蔵先生
事前相談

協議会の内容
アンケート項目
協議会構成メンバー

現状、課題検討
目標値の設定
普及啓発資材の内容

次年度取組

今年度実施事業報告
次年度事業計画

現状、課題、対策の検討
普及啓発資材の内容

11/14世界糖尿病デー 世界腎臓病デー
3月第2木曜日

広報資材、県ホームページ等での広報啓発

国庫事前
協議



慢性腎臓病(CKD)対策に係る市町村取組状況調査について

◆背景・調査目的

◆調査概要

調査内容調査方法調査時期調査対象

１ 予防・早期発見

２ 重症化予防

３ 災害時対応

アンケート調査
令和７年9月11日～

令和７年10月３日
市町村

◆回収状況

回収率(％)回収数調査対象数調査対象

95.1％3941市町村

※令和７年10月３日までの回答分

8

沖縄県における透析患者数は全国と比べて高く、慢性腎臓病のリスク因子である

メタボリックシンドローム該当者や肥満、高血圧の割合が高い状況にある。

慢性腎臓病(CKD:ＣhronicＫidneyＤisease)の対策を総合的かつ効果的に推進す

るため、市町村の慢性腎臓病(CKD)対策の現状や課題等について必要な情報を収集

する。



慢性腎臓病(CKD)対策に係る市町村取組状況調査結果概要

１ 市町村の取組状況と要望

(1)予防・早期発見

(2)重症化予防

(3)災害時対応

２ 今後の取組の方向性について

9



中
間
ア
ウ
ト
カ
ム

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

取
組
状
況
と
課
題

要
望

普及啓発の内容 課題（自由記載抜粋）

Ａ１ 慢性腎臓病の発症が予防できている

A101 尿蛋白+以上の者の割合

A102 eGFR60未満の者の割合

Ｂ１

B101 慢性腎臓病（CKD）の認知度

B102 食塩摂取量

B103 野菜摂取量

参考 BMI25以上の肥満者

Ｂ２

B201 尿蛋白有所見率（妊婦、3歳児、中2）

B202 収縮期血圧(140以上)の者の割合

B203 HbA1c6.5％未満の者の割合

B204 メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合

慢性腎臓病の認知度が高まり、予防のための生活習慣
を実践できている

慢性腎臓病の増悪因子が改善している

Ｃ１ 普及啓発
 慢性腎臓病（CKD）に関する住民への情報提供を行ってい
る市町村の割合

Ｃ２ 食環境整備 食deがんじゅう応援店の登録数

妊婦健診平均受診回数

３歳児健康診査受診率

学校健診受診率（中２）

特定健診実施率

Ｃ４
特定保健指導実施
率及び質の向上

特定保健指導実施率

Ｃ５
健診を受けやすい
環境整備

うちなー健康経営宣言事業者数

Ｃ３ 健診受診率の向上

ハイリスクアプローチ
対応しかできていな
い。

参加者が少なく、毎回
決まった人。対象者選
定しハイリスクアプ
ローチに重点をおく必
要がある。

計画的にかつ継続的な
ポピュレーションアプ
ローチができていな
い。

国保の特定健診CMのよ
うに、CKDのCMを流し
たり、住民への普及啓
発もお願いしたい

CKDシールデザインの
県内での統一。CKD
シールを県全域に展開
してほしい

計画的にかつ継続的な
ポピュレーションアプ
ローチができていな
い。

要望（自由記載抜粋）

個
別
施
策

最
終
ア
ウ
ト
カ
ム

予防・早期発見①市町村の取組状況と要望
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Ｃ１ 普及啓発
 慢性腎臓病（CKD）に関する住民への情報提供を行ってい
る市町村の割合

Ｃ２ 食環境整備 食deがんじゅう応援店の登録数

妊婦健診平均受診回数

特定健診実施率

未受診者へのアプローチを実施している市町村の割合

受診者の検査データの保険者への提供協力医療機関数

Ｃ４
特定保健指導実施
率及び質の向上

特定保健指導実施率

Ｃ５
健診を受けやすい
環境整備

うちなー健康経営宣言事業者数

Ｃ３ 健診受診率の向上

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

要
望

Ａ１ 慢性腎臓病の発症が予防できている

A101 尿蛋白+以上の者の割合

A102 eGFR60未満の者の割合

Ｂ１

B101 慢性腎臓病（CKD）の認知度

B102 食塩摂取量

B103 野菜摂取量

参考 BMI25以上の肥満者

Ｂ２

B201 尿蛋白有所見率（妊婦、3歳児、中2）

B202 収縮期血圧(140以上)の者の割合

B203 HbA1c6.5％未満の者の割合

B204 メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合

慢性腎臓病の認知度が高まり、予防のための生活習慣
を実践できている

慢性腎臓病の増悪因子が改善している

市町村は退職後国保加入者
への保健指導が多く、「初
めて知った」との声を耳に
する。健診受診の意義の内
容の啓発をお願いしたい

糖尿病連携手帳等に主治医
からの指示を具体的に記載
して行政とも共有するよう
に伝えていただきたい

医療機関が通院者の健診受
診を受け入れやすい体制づ
くりがCKD対策にもつなが
ると考えるため、ご支援い
ただきたい

要望（自由記載抜粋）

(２)課題と感じていること（N=39）

(１)健診受診率向上のための取組（N=39）

中
間
ア
ウ
ト
カ
ム

個
別
施
策

最
終
ア
ウ
ト
カ
ム

取
組
状
況
と
課
題

予防・早期発見②市町村の取組状況と要望
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ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

要
望

腎専門医への紹介基準の県内

統一、県全体でのCKD対策の

医療機関連携体制づくり

全県的な統一ルールをつくっ

て地区医師会圏域毎に連携体

制の整備をしてほしい

同規模町村の取組や専門医・

かかりつけ医連携についてご

教示いただきたい

医師会の積極的な参加。県全

体での病診連携システムの構

築

要望（自由記載抜粋）

N＝39 回答数

かかりつけ医との連携が不十分 24

腎臓専門医への紹介基準の周知不足 22

 尿蛋白・eGFR・尿アルブミ ンの定期的な検査の実施 21

受診しても検査につながらない 18

連携手帳等の活用 15

その他（自由記載） 6

（２）医療機関と連携上の課題

A２ 慢性腎臓病の重症化が予防できている

A201
２年間連続で健診を受けた人のうち、eGFR低下ス
ピードが年間5以上低下した人の割合

A203 年間透析患者数

A205
糖尿病による新規人工透析導入患者の発生量
（SCR）

Ａ３ 慢性腎臓病による死亡率が減少している

A301 腎不全の年齢調整死亡率

A302 糖尿病の年齢調整死亡率

Ｂ３

B301 収縮期血圧(160以上)の者の割合

B302 HbA1c8.0%以上の者の割合

B303
特定健診で糖尿病性腎症第３期、第４期に相当する者
の割合

B304 血糖有所見者の未受診者・治療中断者の割合

B305 血圧有所見者の未受診者・治療中断者の割合

B306 糖尿病患者の年齢調整外来受療率

適切な治療を受け、重症化を予防している
Ｃ６

糖尿病性腎症重症化予防
プログラムの実施

糖尿病性腎症重症化予防プログラムを活用する市町村数

尿中アルブミン・蛋白定量検査の実施割合

クレアチニン検査の実施割合

専門医、登録医及び療養指導医の数

紹介基準に則った腎臓専門医療機関への紹介率

研修会への参加医療機関数

Ｃ10 人材育成 人口当たりの専門コメディカルの従事者数（糖尿病療養指導士数

（医療施設従事者数）（人口10万人あたり(H27年国勢調査)））

糖尿病連携手帳の利用率

おきなわ津梁ネットワークを利用している糖尿病患者数

Ｃ７

Ｃ８

透析予防のための医療の
提供

医療提供体制確保

Ｃ９
質の高い初期・安定期治
療の提供体制

C11 多職種連携

（その他の内容）
・生活習慣病療養計画書
・CKDビジュアルシート
・I表経過表やeGFRグラフ
・情報提供書を作成し、住民

持参で受診いただく
・糖尿病連携手帳
・沖縄県ヘルスアップ事業を

活用した地域医療連携学習会

(１)医療機関との連携の方法

中
間
ア
ウ
ト
カ
ム

個
別
施
策

最
終
ア
ウ
ト
カ
ム

取
組
状
況
と
課
題

N＝39 回答数

医療機関との調整会議 12

腎臓専門医の紹介先リストの作成・提供 8

対象者が受診後、治療方針を確認し保健指導 14

連携手帳等にて情報共有 14

情報共有ツールの作成 5

その他（自由記載） 9

重症化予防①市町村の取組状況と要望
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ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

要
望

要望（自由記載抜粋）

A２ 慢性腎臓病の重症化が予防できている

A201
２年間連続で健診を受けた人のうち、eGFR低下ス
ピードが年間5以上低下した人の割合

A203 年間透析患者数

A205
糖尿病による新規人工透析導入患者の発生量
（SCR）

Ａ３ 慢性腎臓病による死亡率が減少している

A301 腎不全の年齢調整死亡率

A302 糖尿病の年齢調整死亡率

Ｂ３

B301 収縮期血圧(160以上)の者の割合

B302 HbA1c8.0%以上の者の割合

B303
特定健診で糖尿病性腎症第３期、第４期に相当する者
の割合

B304 血糖有所見者の未受診者・治療中断者の割合

B305 血圧有所見者の未受診者・治療中断者の割合

B306 糖尿病患者の年齢調整外来受療率

適切な治療を受け、重症化を予防しているＣ６
糖尿病性腎症重症化予防
プログラムの実施

糖尿病性腎症重症化予防プログラムを活用する市町村数

尿中アルブミン・蛋白定量検査の実施割合

クレアチニン検査の実施割合

専門医、登録医及び療養指導医の数

紹介基準に則った腎臓専門医療機関への紹介率

研修会への参加医療機関数

Ｃ10 人材育成 人口当たりの専門コメディカルの従事者数（糖尿病療養指導士数

（医療施設従事者数）（人口10万人あたり(H27年国勢調査)））

糖尿病連携手帳の利用率

おきなわ津梁ネットワークを利用している糖尿病患者数

Ｃ７

Ｃ８

透析予防のための医療の
提供

医療提供体制確保

Ｃ９
質の高い初期・安定期治
療の提供体制

C11 多職種連携

中
間
ア
ウ
ト
カ
ム

個
別
施
策

最
終
ア
ウ
ト
カ
ム

14

腎臓専門医 11

地域のかかりつけ医等 10

医師会 7

保健所 6

糖尿病専門医 5

薬剤師会 4

協会けんぽ等 4

患者や住民代表 3

薬剤師会 2

栄養士会 1

歯科医師会 0

看護協会 0

その他 9

「あり」と回答した市町村数

（

会

議

体

の

構

成

員

）
（その他の内容）食生活改善推進協
議会、歯科衛生士会、福祉関係者等
の保健医療福祉関係者、建設業連合
会、商工会、製薬会社等

(１)慢性腎臓病対策等を検討する会議体の有無（N=39）

専門医の安定確保、配置に尽

力いただきたい

国保以外の保険者も含めて医

療機関相互に学習会や連携が

必要だと感じている。大きな

市では独自にできるが、町村

規模では事業展開が難しい面

もある。県と県医師会で取り

組んでほしい

保健師等から健診結果をもと

に本島の腎専門医へ紹介した

いが、どの医療機関へ、どの

ような形で行うのがよいのか

悩んでいる

(２)課題と感じていること（N=39）

取
組
状
況
と
課
題

重症化予防②市町村の取組状況と要望
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災
害
時
対
応

要
望

医療機関で対象者に緊急
時対応を指示してほし
い。

県がまとめて市町村にお
ろしてほしい。

要望（自由記載抜粋）

（２）災害時対応の課題

(１）災害時の対応（平時）

B401
沖縄県内の透析施設75施設のうち、沖縄
県透析医会に加入している医療機関数

災害時も安心して透析医療が受けられている

Ｂ４

７地区（北部・中部・南部・宮古・八重山・那覇・
浦添）のうち、災害時マニュアルが作成・共有され
ているブロック数

避難行動要支援者支援制度を実施している市町村の
割合

Ｃ12
災害時支援体
制整備

N＝39 回答数

一般の災害支援と同様 24

ハザードマップの作成・公表 8

避難行動要支援者支援制度の設定 7

透析患者リストの作成・管理 5

透析患者の個別避難計画の作成 2

透析医療機関との連絡体制確認 2

避難場所等の確認及び必要資機材の備蓄の検討 1

日本透析医会災害対策ネットワークの確認 0

その他 6

N＝39 回答数

一般の災害支援と同様 28

透析患者の安否確認と情報共有 5

避難所等での透析必要物品の確保 4

他自治体や関係機関との連携 4

搬送等の連絡・調整 3

その他（自由記載） 4

（その他の内容）

• 要支援者の要件（腎臓又は呼吸器

の機能障害のうち身体障害者手帳

１級から４級のいずれかの所持

者）に該当する方は今後作成

• 被災者の状況把握と必要に応じて

医療機関や保健所へ対応を要請

• 担当課（防災担当部署、福祉部署

と現在調整中）

中
間
ア
ウ
ト
カ
ム

個
別
施
策

取
組
状
況
と
課
題

災害時対応市町村の取組状況と要望
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今後の取組の方向性と実施主体について（案）

協議会は事務局機能を担い、実施主体や関係団体と連携して取組を
推進する

15

1 予防・早期発見
・保健指導のスキルアップ研修（保険者協議会）
・県民向け講座（慢性腎臓病対策協議会）
・医療機関、コメディカル向け研修会（慢性腎臓病対策協議会）

２ 重症化予防
・全県統一の腎専門医紹介基準の作成（慢性腎臓病対策協議会）
・腎専門医の確保、配置（病院事業局、医療政策課）
・医療機関リストの作成（医療政策課、沖縄県透析医会）

３ 災害時対応
・医療機関における災害対策の周知（沖縄県透析医会）



構成団体、民間事業者等との連携・協力について

【連携可能性を検討したい事項（案）】
・ＣＫＤ認知度調査
・ＣＫＤシールの作成、提供
・沖縄県版ポスター、リーフレットの作成
・スローガンの募集
・テレビ、ラジオコマーシャル
・医療機関、コメディカル向け研修会の実施
・イベント等への参加、協力、協賛

特に要望等の多い広報啓発に関して、協議会構成団体で取り組める

ことはないか

民間事業者等の協力が得られないか（これまで連携・協力の相談が

あった企業等へ確認）
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